
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

日本語能力試験N1 ③ 5 2

人 日本語能力試験N２ ③ 14 7
人 日本語能力試験N３ ③ 25 12
人
％

％

（令和 元

4 名 12.5 ％

国際外語・観光・エアライ
ン専門学校

平成3年10月8日 栗林　直子
〒951-8063
新潟県新潟市中央区古町通７番町９３５

（電話） 025-227-6330

（別紙様式４）

令和２年１１月１日※１
（前回公表年月日：令和元 年１０月１日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
国際総合学園

平成3年10月10日 池田　祥護
〒951-8063
新潟県新潟市中央区古町通２番町５４１

（電話）

分化・教養 分化・教養専門課程 日本語通訳科
平成29年文部科学省認定

告示第29号
-

学科の目的
学校教育法に基づき、生徒に対し専門技能及び実生活に必要な能力を育成する。また、文化教養の向上を図り、社会に貢献し得る人材を育成することを目
的とする。

025-210-8565
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成31年3月5日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1,7６８時間 1,241 527 0

学期制度
■前　期：　４月　１日　～　７月３１日
■後　期：　９月　７日　～　１月２９日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
出席、授業態度、提出物、実習・演習の成果、学期末試験の履修状況を総合的に勘案し、成績評価を行
う。また、80%の出席率に達しないものは科目評価を受けることはできない。評価:
A(秀)B(優)C(良)D(可)F(不可)

３５人 ２８人 ２８人 2 ９人 １１人

長期休み

■学年始：　　４月　１日
■夏　 季：　　８月　１日　～　８月３１日
■冬　 季：　１２月２０日　～　１月　８日
■学年末：　　３月３１日

卒業・進級
条件

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応

明和義人祭運営ボランティア、新潟総踊り運営ボランティア学習未達の学生や欠席が多い学生に対し、次の支援を行っている。
①担任によるカウンセリング体制　②保護者との連携（電話での状況報告、来校によ
る面談）　③スクールカウンセラーの活用　④学習面については、放課後、休み時間
や長期休暇を活用しての補講授業を実施。 ■サークル活動： 有

【進級条件】①1年次の出席が良好であること。(80%以上)　②科目評価が全てD以上であるこ
と。　③進級に必要なCFPポイントが基準以上であること。　④学費、実習費、その他の必要
な納入金を全て納入していること。　⑤その他、生活行為において問題がないこと。

【卒業条件】①2年次の出席が良好であること。　②全年次の科目評価が全てD以上であるこ
と。　③卒業基準検定を取得していること。　④CFPポイントが基準以上であること。　⑤学
費、実習費、その他必要な納入金を全て納入していること。　⑥その他、生活行為になどに
おいて問題がないこと。

■その他
・進学者数　　　0　　人

年度卒業者に関する

■就職者数 8
100.0■就職率　　  　　　 　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合
： 61.5 ※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する

か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄

平成31年4月1日時点において、在学者32名（平成31年4月1日入学者を含む）
令和2年3月31日時点において、在学者28名（令和2年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

VISA不許可、経費支弁能力がなくなった為

就職等の
状況※２

令和2年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
業界と職業の知識と理解、業界情報収集と企業研究、就職試
験受験のマナー、社会人マナー教育、面接対策、SPI強化、他

■卒業者数 13
■就職希望者数 8

■主な就職先、業界等（令和元年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
ホテル業界、一般企業、人材派遣、他 （令和元年度卒業者に関する令和2年5月1日時点の情報）

■中退防止・中退者支援のための取組

１）スクールカウンセリングの導入　２）定期的な担任との面談　３）保護者との連携（電話での報告、来校による面談）　４）学科長面談

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
　・ＮＳＧカレッジリーグ無利子奨学制度（高校新卒・高校新卒以外）
　　　家計の事情のより就学が困難と思われる学生に対し、奨学金を貸与し、卒業後５年以内の返済期間を設けることにより就学の便を図るも
の。
　・災害奨学融資制度
　　　災害にあい、学費の準備が困難な方に対して夢を叶える為の進学を応援する制度。
　・母子家庭・父子家庭奨学金制度
　　　母子・父子家庭の事情等により、一年次学費の準備が困難と思われる学生に対し、奨学金を貸与し卒業後の長期の返済により就学の便
を図るもの。
　・一人暮らし支援制度
　　　新潟県外、および新潟県内で一人暮らしをされる方を対象に入学後の学費を支援するもの。
　・NSGカレッジリーグ　SR制度（Student Recruit)
      本校を受験する本人の兄弟姉妹、家庭が本校もしくはNSGカレッジリーグの各校を卒業したか、または在学中である場合、その受験する本
人に対して特典を与えるもの。

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載



当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
https://www.air.ac.jp/japanese_interpreter

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映し
た内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、そ
れぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいい
ます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、
留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者
とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同
時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学
修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載

（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）
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種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

１）実際に働いたことを想定し、仕事をする上で必要となる上司や同僚とのコミュニケーションを円滑にするために、社内コ
ミュニケーションの向上を目的とした授業を中心に取り入れることを提案したい。留学生のみなさんも就職し、働いた際に
は社内でのコミュニケーションをスムーズにできることで仕事にも全力を出せると思うことからもカリキュラム編成に加える
ことを提案したいとの意見のもと、ビジネス日本語Ⅱの授業に社内コミュニケーションを組み込み、カリキュラム編成を行う
事に決定した。

２）日本語能力試験だけに限らず、日本人学生が取得しているPCスキル関連、接客能力向上を図るおもてなし検定など、
積極的に日本人学生が取得する検定に挑戦することをお勧めしたい。履歴書に日本語の能力を問う資格試験だけでな
く、他の検定を取得してあることで在学中の学びの証となる。一度に多くの検定を受験する必要はないが、少しずつ、留学
生が受験すべき資格試験を検討されることを提案したい、とのご意見のもと学科内及び教務内で検討した。ビジネス日本
語文書作成ができることを目的にビジネス日本語Ⅱ（文書）の最終目標をＷＯＲＤ文書の検定取得とし、カリキュラムを編
成することに決定した。

（開催日時（実績））
第１回　令和元年　９月２７日（金）　１４：００　～　１６：００
第２回　令和２年　 ３月２７日（金）　１４：００　～　１６：００

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
社会で活躍できる人材、企業が求める人材を育成するため、職業に必要なスキルを身につけ専門分野における能力を向上させる
為、企業や協会が委員として参画し教育課程の編成において企業・協会との密接な連携により、より実践的な職業教育の指導を行
う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

企業と密接、かつ組織的な連携体制の下、より実践的で専門的なカリキュラム改善を目的とする。また、変わりゆく業界の
動向や業界ならではの最新の情報を提供して頂き業界のニーズと現状を取り入れた授業を行うため、教育課程編成委員
会を実施を開催する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

樋口　詳
株式会社ホテルオークラ新潟
常務取締役　副総支配人

平成３１年４月１日～
令和３年３月３１日（２年）

令和　２年４月１日現在

名　前 所　　　属 任期

関根　伸春 新潟日米協会　専務理事
平成３１年４月１日～
令和３年３月３１日（２年）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

学んだ知識を活用し、企業との連携による実習、実習を行うことで実践的な教育の質を確保し、社会で即戦力かつ業界で
活躍する人材を育成する。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

教育編成委員会（年２回）９月、３月



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

実際に外国人労働者を指導する企業の指導者の方からご指導していただき、実社会で必要なスキルを演習を通して確認
する。また、演習を通し事例を活用しながら臨機応変に対応できるようご指導いただく。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

学校法人国際総合学園の就業規則第５７条（職員の教育・研修に関する細則）の規定に基づき、第２条に職員は、学校が行う教育、
研修等に積極的に出席しなければならない。第３条に職員は、学校から外部研修について受講を命ぜられたときは積極的に受講
し、かつ復命しなければならない、とある。研修は職員の知識と技術の向上目的とし、授業に反映させ、学生のスキル向上および教
育レベルを高めることをねらいとする。そのため、職員は「専攻分野の知識・技術の向上に関わる研修」、「教員としての資質向上に（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

ビジネス日本語Ⅰ
（待遇演習）

ビジネス日本語Ⅰの授業で学んだ接遇表現と敬語を使い
場面に応じた演習を行う。また、実際のイレギュラーな事
例を活用し対応力を身に付ける。

株式会社　Fusion'z

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「『留学生・日本で働く人のためのビジネスマナーとルール』説明会」（連携企業等：日本語教育研究所）
期間：令和2年8月29日（土）　　　　　　対象：外国人に日本語やビジネスマナーを教えている方
内容：①社会人としてのマナー②外国人が知っておいた方がいい働く日本人のマインド③円滑なビジネスコミュニケーショ
ンの為のマナーなど

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　「専修学校における学校評価ガイドライン」１１項目について自己評価を行い、その自己評価を基に学校関係者評価委
員会議をし評価・意見を受け、改善・向上を図る。

研修名「専門学校留学生担当者研修」（連携企業等：一般財団法人職業教育・キャリア教育財団、全国専門学校協会）
期間：令和元年11月28日（木）　対象：専門学校で留学生に携わっている方又は留学生受け入れを希望する方
内容：「出入国管理の現状及び諸施策について」「出入国・在籍関係等申請の実務について」「専門学校留学生に対する
支援について」

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「教職員のための外国人留学生就職支援研修会」（連携企業等：株式会社ASIA Link）
期間：令和元年6月29日（土）　　　　　　対象：外国人留学生の就職支援に関わる教職員
内容：外国人留学生に関わる就労ビザの最新ニュース、日本企業における、外国人社員（元留学生）の活躍状況と課題
点等ディスカッション、外国人留学生の就業力とは？就業力を高めるために必要なこととは？」ワークショップ

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「就労者に対する日本語教師養成」（連携企業等：特定非営利活動法人　日本語教育研究所　）
期間：令和2年9月19日（土）　　　　　　対象：日本語教師経験のある方
内容：就労者に対する日本語教育概論、就労者ニーズの多様性、ビジネスパーソンへの日本語レッスンの実際、コースデ
ザイン、ICTの活用など



種別

企業委員

卒業生

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（３）教育活動 ３）教育活動
（４）学修成果 ４）学修成果
（５）学生支援 ５）学生支援

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 １）教育理念・目標
（２）学校運営 ２）学校運営

（９）法令等の遵守 ９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 10)社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 11)国際交流

（６）教育環境 ６）教育環境
（７）学生の受入れ募集 ７）学生の受け入れ募集
（８）財務 ８）財務

関根　伸春 新潟日米協会
令和２年４月１日～
令和４年３月３１日（２年）

山田　智之 一般社団法人　魚沼市観光協会
令和２年４月１日～
令和４年３月３１日（２年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
【委員の意見】
県内、県外、更には国内だけでなく、海外でも多くの卒業生が活躍されている。卒業生のキャリア形成への効果を把握し、
学校の教育活動の改善に活用してもよいのではないか。実際に様々な分野で活躍されている卒業生がいらっしゃるので
あれば、卒業生を招いてのセミナーを開催し、在学生の職業教育に活かしてみてはどうか。
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

令和２年４月１日現在

名　前 所　　　属 任期

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
「専門学校における状況提供等への取組に関するガイドライン」に基づき、教育活動の活性化、学校運営の円滑化、進路
選択に当たっての有効な情報の提供、就職指導における企業等との連携の充実、教育内容の改善、学校運営に対する
支援の確保、社会に対する理解の増進をねらいとし、必要な教育活動、その他学校運営の状況に関する状況を提供す
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 １）学校基本情報ー学校概要、目標

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ）

URL:　https://www.air.ac.jp/wp-content/themes/air2017/file/kankei_hyouka_2019.pdf
公表時期：令和２年　７月３１日

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ）

URL:　　https://www.air.ac.jp/

（５）様々な教育活動・教育環境 ５）充実の国際交流・海外留学
（６）学生の生活支援 ６）学生支援体制
（７）学生納付金・修学支援 ７）入学方法ー年間学費・諸費用

（２）各学科等の教育 ２）学科紹介
（３）教職員 ３）講師紹介
（４）キャリア教育・実践的職業教育 4)キャリア教育・インターンシップ

（１１）その他 　-
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ８）学校の財務
（９）学校評価 ９）学校関係者評価
（１０）国際連携の状況 　-
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1 ○
日本語
検定対策
（N1・N2・N3）

文字語彙文法、読解、聴解を強化し、日本語能力検定
試合格を目指した対策授業。

１
・
２
通

544 ○ △ ○ ○ ○

2 ○
ビジネス日本
語Ⅰ
（待遇表現）

日本の実社会で必要な接遇表現の習得。
１
通

34 ○ ○ ○

3 ○
ビジネス日本
語Ⅰ
（待遇演習）

授業で学んだ接遇表現と敬語を使い場面に応じた
演習を行う。

１
通

34 ○ ○ ○ ○

4 ○
ビジネス日本
語Ⅰ
（会話）

日本での生活表現を場面別に演習を行い表現法を
習得する。

１
通

68 ○ ○ ○

5 〇
ビジネス文書
Ⅰ(PC）

Word,Excel,Powerpointの使い方を習得する。
1
通

34 △ ○ 〇 ○ 〇

6 ○
日本語表現
Ⅰ
（漢字対策）

日本漢字能力検定５級レベルの語彙力を習得す
る。

１
通

68 ○ ○ ○ ○

7 ○
日本語表現Ⅰ
（作文）

現代の日本社会や経済の動向、世界に発信してい
る日本のコンテンツビジネスなどの現状を学ぶ。

１
通

34 ○ ○ ○ ○

8 ○ 日本事情
現代の日本社会や経済の動向、世界に発信してい
る日本のコンテンツビジネスなどの現状を学ぶ。

１
通

68 ○ ○ ○ ○

9 ○ 国内観光地理Ⅰ
各都道府県の観光資源について学び、日本各地の代
表的な観光地の知識を深める。

１
通

34 ○ ○ ○

10 ○ 日本文化入門
日本の文化の知識を深め、実際に長い歴史を持つ
文化を体験する。

１
通

34 ○ ○ △ ○ ○

11 ○ 時事日本語Ⅰ
ニュースを活用し、聴解力の向上と時事問題につ
いて考え、自分の意見を述べることを目的とす
る。

１
通

68 〇 △ 〇 〇

12 ○ 異文化理解Ⅰ
異文化比較を行い、多様性社会での対応力を高めるこ
とを目的とする。

１
通

17 △ ○ ○ ○ ○

13 ○ 就職実務Ⅰ
前期には、日本での就職活動の仕方について学ぶ。ま
た、就職活動に必要な自己分析を行い、更に書類作成
のポイントを学ぶ。

１
通

34 ○

平成
29年
文部
科学
省認

〇 ○

授業科目等の概要

（文化・教養専門課程　日本語通訳科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



14 ○ リクルートメイクⅠ
社会で働くにあたり、好印象と清潔感の重要性の
理解を深め、接客業に相応しいメイクについて理
解を深めた上で、メイクの基礎を学ぶ。

１
通

17 ○ 〇 ○

15 〇 ビジネスマナーⅠ
社会で必要な基本的ビジネスマナーを学び、ロー
ルプレーを通してマナーを習得します。

１
通

34 ○ 〇 ○

16 〇 speakingⅠ
簡単な日常会話表現を学び、英語でのコミュニ
ケーションスキルの向上を目指す。

１
通

34 ○ ○ ○

17 ○
BJT
ビジネス日本
語対策

日本社会で働くために必要なビジネスマナー、ビ
ジネス用語を学び、J3レベル取得を目指す対策授
業。

２
通

68 ○ ○ ○ ○

18 ○ ##
ビジネス日本
語Ⅱ
（会話）

論理的で説得力のある意見、情景や心情の詳しい描
写、複雑な事、社会問題の説明を実践的に行う。

２
通

68 ○ ○ ○ ○

19 ○
ビジネス日本
語Ⅱ
（文書）

ＰＣの基本的操作であるword,exel.powerpoint,メール作
成能力を身に付ける。

２
通

68 ○ ○ ○ ○

20 ○
日本語表現
Ⅱ
（文章理解）

日本語能力試験対策として、日本文学や新聞、エッセイ
などを読み、読解力を身に付ける。

２
通

34 ○ ○ ○

21 ○
日本語表現
Ⅱ
（漢字対策）

漢字検定４級を目指す。
２
通

68 ○ ○ ○ ○

22 ○ 時事日本語 JLPT聴解や読解の対策、及び一般常識の習得
２
通

68 ○ ○ ○

23 ○ 国内観光地理Ⅱ
１年次で習得した各都道府県の主要観光地の知識を活
用し、プレゼンテーションを行う。

２
通

34 ○ ○ ○

24 〇
旅行プランニ
ング

インバウンドで観光客を呼び込むための実現可能
なプランを作成する。

２
通

34 △ 〇 〇 〇

25 ○ 異文化理解Ⅱ
世界の価値観に対する理解や日本社会における一般
常識をケーススタディを通して身に付ける。

２
通

17 △ ○ ○ ○ ○

26 ○ 日本伝統文化研究 
１年次で体験した日本文化を基に、“おもてなし”や“武
士道”に代表される日本的な精神を学ぶ。

２
通

34 ○ ○ ○

27 〇 就職実務Ⅱ
就職試験で必要なＳＰＩ対策の他、１年次で学んだ就職
面接に必要なポイントを理解した上で、面接指導を行
う。

２
通

34 △ ○ ○ ○

28 〇 speakingⅡ
1年次で習得したコミュニケーションスキルを、2
年次ではロールプレイ形式でより実践的学ぶ。
（空港・ホテル・旅行・その他）

２
通

34 ○ ○ ○ ○



29 〇

English
strategy
TOEIC500点突
破

レベル別のクラスで実践的に学びます。TOEIC500
点取得を目標に、学校独自のメソッドで効率的に
スコアアップを目指します。

２
通

34 〇 〇 〇

30 〇 SPI対策
就職試験で必要なＳＰＩ対策の他、１年次で学ん
だ就職面接に必要なポイントを理解した上で、面
接指導を行う。

２
通

17 〇 〇 〇

３０科目 1,768単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

合計

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１）進級時及び卒年次の出席が８０％以上であること。
２）科目評価が全てD以上であること。
３）進級時及び卒年次に必要なCFPポイントが取得してあること。
４）卒業に必要な検定を取得してあること。
５）授業料が完納してあること。

１学年の学期区分 ２　期

１学期の授業期間 １７週

（留意事項）


